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Ⅰ 「みやぎ子ども・子育て幸福計画（第Ⅰ期）」の指標の状況 
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Ⅱ　計画で推進する主な事業の実施状況（平成３０年度）

　１　社会全体で子ども・子育てが大切にされる環境づくり （単位：千円）

（１）　子どもの権利擁護の推進
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

人権教育指導者養成事業
（生涯学習課）

地域社会や学校，医療現場等での子どもの人
権に対する理解と認識を深め，社会全体への
浸透を図るため，教育関係者，医療関係者等
を対象とした研修会を開催する。

250
人権教育指導者研修会，医療関係者研修
会，人権セミナー及び子ども支援関係者等
研修会を実施（参加者計635人）した。

人権問題啓発事業
（子ども・家庭支援課）

地域住民の人権問題に対する正しい認識を広
め，基本的人権の擁護に資することを目的
に，研修会を開催する。

21
北部保健福祉事務所で児童虐待に関する研
修会を開催（参加者119人）した。

子ども人権対策事業
（子ども・家庭支援課）

子どもの人権擁護や福祉向上を図るため，虐
待防止のための啓発リーフレットの配布や関
係機関とのネットワークの強化，研修会の開
催などを行う。

133

・子ども虐待連絡協議会研修会（参加者約
60人）
・児童虐待防止啓発のためのボールペンを
800本作製・配布した。

（２）　子どもの健やかな成長を見守る地域づくりの推進
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

子育て県民運動推進事業
（子育て社会推進室）

各関係機関との協働により，地域全体で子ど
も・子育てを支援する機運の醸成を図り，安
心して子どもを生み育てることができる環境
づくりを推進する。

18,708

・「みやぎっこ応援の店」事業を「子育て
支援パスポート」事業としてリニューアル
し，「みやぎ子育て支援パスポートポータ
ルサイト」を開設する等子育て世帯の利便
性の向上に努めた。
・宮城県の合計特殊出生率低迷の現状を認
識するとともに，子育てしやすい社会環境
づくりを官民一体となって進めていくこと
を目的に，市町村長や企業のトップ等を対
象とした「少子化対策トップセミナー」を
開催した。

青少年育成県民運動推進事業
（共同参画社会推進課）

「青少年は地域社会からはぐくむ」という考
えに立ち，県民意識の啓発や，各関係機関と
連携して県民運動を展開し，次世代を担う青
少年の健全育成を図る。

4,105

・推進指導員を中心に，各種研修会をを実
施した。（推進指導員217人委嘱）
・啓発活動（青少年健全育成応援事業（補
助金）7件）
・少年の主張大会及び青少年健全育成みや
ぎ県民のつどいを開催した。

協働教育推進総合事業
（生涯学習課）

家庭・地域・学校の連携・協働を推進するた
めの人材を養成する研修等の開催などを通
じ，地域の教育力の向上や活性化を図り，地
域全体で子どもを育てる体制の整備を図る。

110,973

・各種研修会を通して，コーディネーター
等の支援者の計画的養成が図られた。
・「みやぎ教育応援団」の登録，活用件数
が増加した。
・各市町村において地域学校教協働活動推
進事業に取り組み，地域全体で子どもを育
てる環境づくりが促進された。（32市町
村）
・子どもの学びを核として地域ネットワー
クが構築され，コミュニティ再生の足がか
りとなった。
・活動放課後子ども教室において「学
び」，「体験」，「遊び」といった様々な
活動を実施した。（20市町村，70教室）

（３）　経済的支援等による子育て環境の整備
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

高等学校等育英奨学資金貸付事
業
（高校教育課）

経済的な理由により修学に困難がある生徒に
対して奨学資金を貸し付けることによって修
学を支援し，有為な人材を育成する。

1,050,612

・従来分　320,434千円
（1,044人）
・震災分　1,045,480千円
（4,359人）
に貸付した。

いじめ・不登校対策推進事業
（義務教育課）

※計画策定時の事業名：登校支援ネッ
トワーク事業

いじめ・不登校問題の改善のために，７つの
方面からのきめ細かな支援を総合的に展開す
る。
（専門指導員の派遣，在学生少年指導員，ス
クールソーシャルワーカー，支援員及び支援
員活動へのアドバイザーの設置、小中学校い
じめゼロＣＭコンクールの実施，児童生徒の
心のサポート班設置）

291,214

・スクールソーシャルワーカーの配置（の
べ68人）。
・各教育事務所における登校支援ネット
ワークの設置，訪問指導員（54人）による
家庭・学校訪問等及び学習支援等を実施し
た。
・生徒指導に課題を抱える学校に心のケア
支援員（50校50人）を，義務教育課内に
アドバイザーを配置（2人）した。

児童手当給付事業
（子ども・家庭支援課）

家庭等における生活の安定に寄与するととも
に，次代の社会を担う児童の健やかな成長に
資することを目的として，中学校修了までの
子どもを養育等している者に対して手当を支
給する。

5,175,739
267,427人の児童手当について，県負担分
を支出した。

児童扶養手当給付事業
（子ども・家庭支援課）

ひとり親家庭の生活の安定と自立の促進に寄
与し，子どもの福祉の増進を図ることを目的
として，子どもを養育等している者に対して
手当を支給する。

1,403,788 3,166人に手当を支給した。
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　２　幼児期の教育・保育の確保と充実
（１）　学校教育・保育の提供の確保・充実

イ　待機児童の計画的な解消
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

施設型給付費負担金
（子育て社会推進室）

保護者の就労等により保育を必要とする子ど
もを保育所などで預かる。

5,189,581
私立保育所及び認定こども園等320施設に
対し費用負担した。

地域型保育給付費負担金
（子育て社会推進室）

保護者の就労等により保育を必要とする子ど
もに小規模保育事業及び家庭的保育事業等を
提供する。

1,610,356 25市町273施設に対し費用負担した。

待機児童解消推進事業
（子育て社会推進室）

保育所整備，家庭的保育及び小規模保育など
の実施により待機児童の早期解消を図る。

490,722
保育所1件，小規模保育6件の施設整備・改
修等の経費に対し補助し，188人の受け皿
増加を図った。

ロ　幼児期の学校教育・保育の充実
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

私立幼稚園に対する運営費補助
（私学・公益法人課）

私立幼稚園における教育に係る経常的経費に
対して財政支援を行い，私立幼稚園の教育環
境の維持・向上，在籍する幼児の保護者の経
済的負担の軽減を図る。

4,012,514
154園に対し経常的経費の補助，施設型給
付を受ける25園に対し教育環境の維持向上
のための特別加算に係る補助を実施した。

認定こども園促進事業
（子育て社会推進室）

認定こども園を整備する市町村，社会福祉法
人及び学校法人に対して財政支援を行い，設
置を促進する。

51,059
2施設の施設整備に要する経費の補助及び，
10施設の保育備品等の購入経費の補助を実
施した。

（２）　ニーズに応じた多様な子育て支援の充実
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

地域子ども・子育て支援事業
（子育て社会推進室）

市町村が実施する地域子ども・子育て支援事
業（地域子育て支援拠点事業，一時預かり事
業，子育て短期支援事業など）に対して財政
支援を行う。

2,206,385

放課後児童健全育成事業34市町，地域子育
て支援拠点事業33市町村に対し補助を実施
した。その他事業でも補助を実施。
【１３事業によって構成】

私立幼稚園預かり保育推進事業
（私学・公益法人課）

正規の保育時間以外に２時間以上の預かり保
育を継続的に実施する私立幼稚園に対して財
政支援を行い，保育機能の充実を図る。

242,460 135園に対し補助を実施した。

私立幼稚園長期休業日預かり保
育推進事業
（私学・公益法人課）

長期休業日（７～８月夏季休業期間）に，１
日２時間以上の預かり保育を継続的に実施す
る私立幼稚園に対して財政支援を行う。

52,972 133園に対し補助を実施した。

（３）　教育・保育に携わる人材の確保及び資質の向上
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

保育士基礎研修
（社会福祉課）

保育士としての専門性及び社会的役割の重要
性を認識するとともに，保育サービスの質の
向上を目的として，求められる基本的資質に
ついての研修を行う。

－
委託事業の中の

一部の
業務として実施

宮城県社会福祉協議会への委託により実
施。
１回開催，参加者131人

現任保育士研修
（子育て社会推進室）

保育の現場において，より高い専門知識や技
術が求められていることから，研修により保
育士の資質の向上を図る。

819
全５メニューの研修を実施。参加者のべ
395人。

保育所長研修
（社会福祉課）

保育所長として，保育をめぐる動向について
再確認し，また，地域の児童福祉の拠点施設
である保育所の長としての意識向上や情報交
換のための研修を行う。

－
委託事業の中の

一部の
業務として実施

宮城県社会福祉協議会への委託により実
施。
１回開催，参加者173人

児童健全育成事業
（子育て社会推進室）

児童館の新任職員を対象とした研修や，放課
後児童クラブに従事する者を対象とした研修
などを行い，人材の資質向上及び専門性の向
上を図る。

755

・のびのびサロンの運営（運営日数132
回，利用者のべ3,418人）
・専門研修や児童館職員等の研修会の実施
（11回，参加者のべ784人）

保育士等キャリアアップ研修
（子育て社会推進室）
　
※計画上記載なし

保育士等の技能・経験に応じたキャリアアッ
プが可能となる組織体制の整備と，保育現場
におけるリーダー的職員の育成を図るための
研修を行う。

28,912

・宮城県社会福祉協議会への委託により実
施。仙台・大崎会場においてそれぞれ3日間
の日程で計14回開催。参加のべ人数1,425
人。
・指定５分野について2団体を指定し，
294人が受講した。

保育補助者雇上支援
（子育て社会推進室）

※計画上記載なし

保育所等における保育士の業務負担を軽減
し，保育士の離職防止を図ることを目的とし
て保育士の補助を行う保育補助者の雇上に必
要な費用の補助を行う。

1,093
保育補助者雇上支援を実施する市町村（1市
1施設）に対し，補助を行った。
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（４）　幼児期の教育と小学校教育との連携・接続
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

「学ぶ土台づくり」普及啓発事
業
（教育企画室）

幼児期に質の高い保育・教育を提供する施策
を取りまとめた「学ぶ土台づくり」推進計画
の普及と，関連する取組の推進を図る。

2,363

・幼児教育実態調査の実施。
・幼児教育アドバイザー派遣事業の実施。
（5人委嘱，14か所派遣）
・高校生を対象とした「親になるための教
育推進事業」を13校で実施。
・「学ぶ土台づくり」推進連絡会議の開
催。（年1回）
・幼小接続期カリキュラム作成会議の開催
（年４回）
・「学ぶ土台づくり」圏域別親の学び研修
会の開催。（5圏域，計29回）
・「学ぶ土台づくり」研修会の開催。（年1
回）

　３　子どもの成長を支える教育の推進
（１）　子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備

イ　確かな学力の向上
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

基本的生活習慣定着促進事業
（教育企画室）

子供の規則正しい生活リズムの確立に向けた
県民運動を推進するとともに，みやぎっ子ル
ルブル推進会議の設立趣旨に賛同する企業・
団体と連携し，社会総がかりで未就学児や児
童生徒の基本的生活習慣の定着促進を図る。

30,997

・ルルブル普及紙芝居演劇の上演
・ルルブル親子スポーツフェスタの開催
（参加者約2,755人（仙台市 ））
・ルルブルロックンロ～ル♪教室の実施
（40か所）
・企業と連携した普及啓発
・マスメディアを活用したルルブルの普及
啓発
・ルルブル・エコチャレンジ事業の実施
（参加者21,063人（認定証送付ベー
ス））
・スマートフォン等の使用に係る注意喚
起。リーフレットの作成配布（20万9,100
部）

学力向上推進事業（学力向上成
果普及マンパワー活用事業）
（義務教育課）

学力向上に成果を上げている教員のマンパ
ワーを指導・助言の必要な学校及び教育委員
会等に派遣し，校内研修等の充実を支援し，
教員の指導力向上を図る。

129

学力向上成果普及員（69人）が，小中学校
の校内研修や学力向上サポートプログラム
事業該当校の研修会等において，実践的な
内容の指導・助言を行い，教員の指導力向
上を図った。（のべ58回，参加者2,400人
超）。

学力向上推進事業（学び支援
コーディネーター等配置事業）
（義務教育課）

被災地における児童生徒の放課後や週末，長
期休業期間等の学習支援を行う市町村教育委
員会に，学習活動のコーディネーターを配置
し，児童生徒の学習，交流を促進することを
通じ，地域コミュニティの再生を図る。

91,870

・２５市町村で事業を実施した。
・学び支援開催回数延べ7,800回超，参加
児童生徒数延べ17万人。
・支援員数は，大学生がのべ約2,000人，
大学生以外がのべ約18,000人で推移して
おり，事業が地域に定着している。
・児童生徒等の学習・交流を促進すること
を通じて，地域コミュニティの再生につな
がった。

進学拠点校等充実普及事業
（高校教育課）

※計画策定時の事業名：進学重点校学
力向上事業

教員の指導改善と授業力の向上に資する講習
の開催等により，生徒の志の育成による学習
意欲と学力の向上を図り，教員の指導力の向
上及び学校の進路指導体制の整備を図る。

2,512

・圏域ごとに進学指導の推進力となる拠点
校10校を指定，各校が実施する進学講演
会，授業改善研修会及び学習合宿等への支
援を実施
・拠点校の進学達成率，県全体の進学達成
率が向上し，全国値を上回ることができ
た。

ロ　豊かな心の育成
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

教育相談充実事業
（義務教育課）

被災した児童生徒等の心のケア，教職員・保
護者等への助言・援助，学校教育活動の復旧
支援等さまざまな課題に対応するため，ス
クールカウンセラー等の派遣を行う。

350,557

・仙台市を除く34市町村の小中学校に広域
カウンセラーをのべ177人配置した。
・13人の専門カウンセラー7教育事務所に
配置した。
・前年度比，相談件数は約800件の減，相
談人数は約3,800人の減であった。。
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豊かな体験活動推進事業
（義務教育課）

児童生徒の豊かな人間性や社会性を育むた
め，小中学校の民泊による体験学習「子ども
農山漁村交流プロジェクト」と連携し，成長
段階に応じて社会奉仕体験や自然体験などの
促進を図る。

非予算的手法

・県内の小学校の教育活動における農業体
験活動は7割を超える小学校で取り組んだ。
・すべての中学校において職業体験活動に
取り組んだ。
・小学校4校，中学校18校で民泊を実施し
た。

心の復興支援プログラム推進事
業
（高校教育課）

児童生徒の豊かな人間関係の構築に向けて，
また，一人一人が心の復興を図ることができ
るよう，みやぎアドベンチャープログラム
（ＭＡＰ）の手法を取り入れた集団活動等を
実施する。

599

・ＭＡＰ指導者派遣事業（高校1校のべ2
回，中学校3校のべ3回，特別支援学校１校
のべ2回）計7回派遣した。
・県内指導者研修会を3回開催した。（参加
者計45人）

少年団体指導者研修
（生涯学習課）

子ども会活動の支援や地域活動に主体的に関
わる年少リーダー（ジュニア・リーダー）を
育成し，子ども会活動及び地域社会の振興を
図る。

647

・ジュニア・リーダー中級研修会の開催。
（142人修了）
・ジュニア・リーダー上級研修会の開催。
（59人修了）
・子ども会活動及び地域活動への参加を通
して，子どもたちが地域の年少リーダーと
して活躍した。また，さまざまなイベント
の企画運営にも参加し，未来を担う子ども
たちの健全育成が図られ，ふるさと愛を育
むことができた。

ハ　健やかな体の育成
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

学校体育研修派遣事業
（スポーツ健康課）

小・中学校，高等学校の体育・保健体育指導
者を国などが主催する研修に派遣するととも
に，派遣者を講師に伝達講習会を開催し，資
質向上と学校体育の充実を図る。

538

・学校体育研修派遣事業として，各種会議
等に職員を派遣した。（のべ9人）
・学校体育実技指導者伝達講習会を開催し
た。
（参加者135人）

学校・地域保健連携推進事業
（スポーツ健康課）

地域の健康課題に応じた学校保健支援チーム
を設置し，研修会等を行うともに，各学校の
希望に応じた専門家等を派遣し，研修会や健
康相談に対応する。

1,362

・大学教授，医師，助産師等を58校に派遣
した。
・地域の実情を把握している専門家等との
連携を図り，子どもたちの現代的な健康課
題に対応するための体制作りを推進した。

みやぎの子どもの体力運動能力
充実プロジェクト
（スポーツ健康課）

子どもの体力・運動能力実態把握活用事業や
子どものための体力・運動能力拡充合同会議
による各団体等との連携等により，県内児童
生徒の体力・運動能力を全国水準まで引き上
げる。

1,121

・子どもの体力・運動能力拡充合同推進会
議の開催（1回）
・運動能力調査記録カード作成，講習会の
開催（参加者406人），調査結果集計・分
析業務の実施，子どもの体力・運動能力充
実プロジェクト報告書作成及び配布した。
・指導者養成のための出前研修の開催
（37校2団体，参加者660人（教員），
468人（児童））
・広報誌『みやぎっこ！元気アップ通信』
の発行

二　子ども自身が将来の生き方を考える教育（「志（こころざし）教育」）の推進
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

志教育支援事業
（義務教育課）

志教育の実践事例を参考に，各地域・各学校
に応じた取組を実践し，児童生徒が社会人・
職業人として自立する上で必要な能力や態度
を育てるとともに，主体的に学ぶ意欲を高め
る。

5,267

・県内5地区を推進指定地区に指定し，学校
間で連携し地域と関わりながら，自分の生
き方を考える取組を展開した。
・実践事例発表会で成果を周辺学校，地域
へ発信した。
・志教育フォーラムの開催，リーフレット
の作成・配付（5,000部）による啓発を実
施した。

進路達成支援事業
（高校教育課）

進路を達成するためのセミナーや企業説明会
等を通じ，勤労観や職業観を育成し，就職内
定率の向上・維持とともに就職先への定着率
の向上を図る。

3,567

・就職達成セミナー（全27回，参加者計
1,706人）
・進路指導担当者連絡会議（1回，参加者
93人）
・就職面接会（参加者計200人）
・企業説明会（参加者計3,157人）
・高校生入社準備セミナー
（26回，27校1,751人）
・しごと応援カード作成配布
（25,000枚）
・保護者向けセミナー（9回，9校398人）
・インターンシップ等の実施（54校）
・高等技術専門校連携職業教育充実事業（3
校16人）　等

ネクストリーダー養成塾実施事
業
（共同参画社会推進課）

中学生を対象として，知事や各界の第一人者
の講話やグループワーク，意見発表を通し
て，東日本大震災後の宮城を支える次代の
リーダーの育成を図る。

1,034

・１回（３日間）実施，参加者52人
・「リーダー，チームのあり方，志につい
てたくさんのことを学ぶことができた」，
「他校との絆を深めるとともに，様々な考
え方があることを学ぶことができた」な
ど，参加者から好評を得た。
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ホ　信頼される学校づくり
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

学校評価事業
（高校教育課）

各学校の教育活動，学校運営等に対し，自己
評価のみならず，外部の評価・意見を取り入
れ，学校における改善サイクルを定着させ，
学校の教育水準の向上を図る。

467
・学校評価等研修会を開催した。（１回，
参加者76人）
・429人に学校評議員を委嘱した。

学校安全教育推進事業
（スポーツ健康課）

学校安全教育指導者の研修会やスクールガー
ド養成のための講習会等により，交通事故防
止，犯罪被害防止及び災害被害防止を推進す
る。

3,548

・学校安全教育指導者研修会の開催（5会
場，参加者計579人）
・スクールガード養成講習会の開催（12市
町，参加者計386人）
・学校安全健康教育指導者養成研修へ派遣
（5人参加）
・防災教育を中心とした実践的な安全教育
総合支援として石巻市で推進委員会を開催
した。

防災教育推進事業
（スポーツ健康課）

防災教育の副読本を活用した授業実践や，学
校と地域が連携したネットワーク会議の開催
などを通じて，県内全ての児童生徒等の災害
に対応する力と心を高める。

4,340

・みやぎ安全教育総合推進ネットワーク会
議の開催（2回）
・圏域毎防災教育推進ネットワーク会議の
開催（7圏域各1回）
・未来へつなぐ学校と地域の安全フォーラ
ムの開催（参加者590人）
・防災ジュニアリーダー養成研修の開催
（２回，61人認定）

ヘ　子どもを取り巻く有害環境対策の推進
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

情報教育に関する研修
（教職員課・総合教育セン
ター）

「みやぎの教育情報化推進計画」に基づい
て，教育の情報化を推進し，高度情報通信
ネットワーク社会に対応できる児童生徒の育
成を目指すための研修を行う。

71

・6種の情報教育研修会の開催（11日）
（参加者251人）
・土曜講座（プログラミング）の開催（2
回，参加者42人）
・要請研修の開催（16回）
・生徒実習の開催（高校生66人参加）

ネット被害未然防止対策事業
（高校教育課）

スマートフォン等の利用に関して，ネットパ
トロールスキルアップ研修受講による教員の
資質向上により，児童生徒に情報モラルを身
に付けさせ，ネット被害を未然に防止する。

3,348

・ネットパトロール事業の実施（監視件数
586,368件，問題投稿件数1,891件）
・ネットパトロールスキルアップ研修会の
開催（参加者79人）

青少年環境浄化モニター設置事
業
（共同参画社会推進課）

モニターを委嘱し，青少年の健全な育成を阻
害すると認められる有害な興行，図書類，広
告物等の実態把握と有害環境の浄化活動を行
い，効果的な青少年健全育成条例の運用を図
る。

257

・委嘱しているモニターに対し，活動につ
いての研修会を実施した。
・モニターからの有害環境に係る報告を受
け，集約の上，違反業者に対する指導等を
実施した。

（２）　家庭や地域の教育力の向上

イ　家庭教育への支援の充実
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

協働教育推進総合事業（再掲）
（生涯学習課）

家庭・地域・学校の協働による教育活動を行
うとともに，推進するための人材を養成する
研修等の開催を通じて，家庭・地域の教育力
の向上を図る。

110,973

・各種研修会を通して，コーディネーター
等の支援者の計画的養成が図られた。
・「みやぎ教育応援団」の登録，活用件数
が増加した。
・各市町村において地域学校教協働活動推
進事業に取り組み，地域全体で子どもを育
てる環境づくりが促進された。（32市町
村）
・子どもの学びを核として地域ネットワー
クが構築され，コミュニティ再生の足がか
りとなった。
・活動放課後子供教室において「学び」，
「体験」，「遊び」といった様々な活動を
実施した。（20市町村，70教室）

みやぎらしい家庭教育支援事業
（生涯学習課）

都市化や核家族化，地縁的つながりの希薄化
を背景として，家庭教育が困難となってきて
いることから，震災後の多様な課題を抱える
地域社会において，家庭教育に関する支援者
の育成や情報発信，学習機会の提供など，家
庭教育支援の充実と振興を推進する。

4,667

・子育てサポーター養成講座，子育てサ
ポーターリーダー養成講座，子育てサポー
ターリーダーネットワーク研修会の開催。
・宮城県及び市町村家庭教育支援関係者研
修会の開催。
・宮城県家庭教育支援チーム派遣事業（35
回，1,750人参加）
・自然の家体験事業（6回，320人参加）
・父親の家庭教育参画支援事業（3回，
263人参加）
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ロ　地域の教育力の向上
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

協働教育推進総合事業（再掲）
（生涯学習課）

※計画策定時の事業名：放課後子ども教室推
進事業

家庭・地域・学校の連携・協働を推進するた
めの人材を養成する研修等の開催などを通
じ，地域の教育力の向上や活性化を図り，地
域全体で子どもを育てる体制の整備を図る。

110,973
放課後子供教室において「学び」，「体
験」，「遊び」といった様々な活動を実施
した。（20市町村，70教室）

（３）　特別支援教育の充実

イ　共に学ぶ教育の推進
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

特別支援教育総合推進事業
（特別支援教育室）

県及び市町村特別支援連携協議会を開催し，
教育・保健・医療・福祉等の関係機関と連携
し，障害のある子どもを地域全体で育てる環
境づくりを進める。

1,498

・宮城県特別支援連携協議会を２回開催
し，市町村教育委員会の支援体制の課題を
関係機関で共有した。
・県内３地区でインクルーシブ理解研修会
を開催し，「合理的配慮の提供」「ユニ
バーサルデザインの視点による授業づく
り」のテーマで講義を行った。
・各特別支援学校で専門性向上研修会を開
催した。

特別支援教育システム整備事業
（特別支援教育室）

特別支援学校に在籍する児童生徒の希望によ
り，居住地の小・中学校での学習活動を行
い，地域で共に学ぶための教育環境づくりを
推進する。

730
・居住地校学習推進事業の実施（特別支援
学校に通う小中学生の３3．7％が実施）

特別支援教育研修充実事業
（特別支援教育室）

校内や地域で中心的な役割を担う特別支援教
育コーディネーターや管理職，特別支援教育
担当教員等に対する研修により，幼児児童生
徒への支援体制の充実を図る。

218

・コーディネーター養成は研修新担当者
コースにおいて145人，小・中・高等学校
コースにおいては164人が受講した。
・特別支援学校ネットワーク構築担当者研
修は，21人が受講した。

ロ　教職員の専門性や資質の向上策への支援及び協力
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

特別支援教育研修充実事業（再
掲）
（特別支援教育室）

特別支援教育コーディネーター養成研修会を
実施するとともに，特別支援学校において，
通常の学校の特別支援教育担当教員の体験実
習を実施する。

218

・コーディネーター養成は研修新担当者
コースにおいて145人，小・中・高等学校
コースにおいては164人が受講した。
・特別支援学校ネットワーク構築担当者研
修は，21人が受講した。

免許法認定講習
（教職員課）

現職の教職員を対象とした講習会の開催によ
り，教育職員免許状の上進，取得を推進し，
特別支援教育に関する専門性等の向上を図
る。

1,012
受講者のべ373人，うち特別支援教育に関
する科目はのべ312人が受講し，単位認定
した。

ハ　障害のある児童生徒への教育的支援及び保護者などへの相談支援
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

障害児（者）相談支援事業
（障害福祉課）

在宅障害児に対し，身近な地域で療育相談・
指導を実施し，安心して在宅生活を送ること
ができるよう，関係機関と連携しながら療育
機能の充実を図る。

56,025

・県内１1法人12事業所において相談窓口
を開設した。
・県障害児者自立支援協議会の開催（13
回）

医療的ケア推進事業
（特別支援教育室）

日常的に医療的ケアを必要とする児童生徒が
通学する県立特別支援学校において児童生徒
の健康の維持・増進及び安全な学習環境の整
備を進め，児童生徒の教育の充実を図る。

121,447

・医療的ケアを必要とする児童生徒の学習
機会創出を図り，該当校に看護師を配置し
医療的ケアを実施した。（実施校16校，対
象児童101人）

（４）　次代の親の育成
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

「学ぶ土台づくり」普及啓発事
業（一部再掲）
（教育企画室）

幼児期に質の高い保育・教育を提供する施策
を取りまとめた「学ぶ土台づくり」推進計画
の普及と，関連する取組の推進を図る。

551
「親になるための教育推進事業」実施校
13校

みやぎらしい家庭教育支援事業
（再掲）
（生涯学習課）

中学生・高校生を対象に将来親になるため
の心構えや，親や周囲の人とよりよい人間関
係を築くことができるよう，宮城県版親の学
びのプログラム「親のみちしるべ」第２弾ス
テージ４，ステージ５を用い実践する。

4,667

・親の学びのプログラム「親のみちしる
べ」普及啓発
・家庭教育支援チームによる派遣事業（35
回，参加者1,750人）

若年者の就職支援のためのワン
ストップセンター事業
（雇用対策課）

キャリアカウンセリングや職業能力開発から
職業紹介までをワンストップで行うセンター
を核とし，若年者に対する就職支援を行う。

53,976
１５～４４歳の求職者・転職希望者に対す
る就職支援を実施（新規登録者946人，利
用者6,843人，就職者857人）
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　４　子どもと親の健康の確保と増進
（１）　妊産婦・乳幼児に関する保健の充実

イ　切れ目ない妊産婦・乳幼児への保健の充実
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

母子保健事業報告
（子ども・家庭支援課）

県内及び全国の母子保健動向を把握するとと
もに，県と市町村の母子保健事業の経年変化
を捉え，市町村の課題を抽出するとともに事
業の評価を行う。

非予算的手法 平成29年度の内容について調査を実施

母子保健児童虐待予防事業
（子ども・家庭支援課）

市町村の母子保健担当者等を対象とする虐待
予防研修会を実施し，職員の資質の向上を図
るとともに，県内高等学校等において思春期
健康教育に関する出前講座等を実施する。

978

・思春期健康教育支援事業の実施（出前講
座２回）
・母子保健福祉研修の実施（２回，参加者
114人）

母子保健指導普及事業
（子ども・家庭支援課）

市町村母子保健担当者会議や周産期医療機関
と市町村母子保健担当者の連携会議を，圏域
単位及び全県単位で開催し，ネットワーク体
制を整備する。

927

・母子健康手帳交付時に配布する啓発冊子
を作成し，配布した。
・東北・北海道地区母子保健事業研修会と
して，市町村母子保健担当者を対象とした
研修会を実施した。（参加者220人）

心身障害児等発達・療育支援事
業
（子ども・家庭支援課）

専門医師，保健師等による診察や日常生活に
関する相談指導等を行うとともに，児童の生
活の場に専門スタッフを派遣し，発達に応じ
た指導及び訓練を行い，心身の発達に問題を
有する児童の発達支援を行う。

914

保健所において，発達相談・訓練・スタッ
フ派遣・療育ケア検討会を実施した。
・発達相談（29回，参加者66人）
・訓練（5回，参加者22人）
・スタッフ派遣（12回，参加者22人）
・療育ケア検討会（13回，参加者30人）

フッ化物洗口普及事業
（健康推進課）

歯と口腔の健康づくりを推進するため，市町
村（仙台市を除く）が幼稚園，保育所及び認
定こども園において，新たにフッ化物洗口に
取り組む際に技術的支援及び財政的支援を行
う。

265

フッ化物洗口普及事業に取り組む市町村に
対し，技術的支援，財政的支援を行った。
・市町村歯科保健担当者研修会（1回）
・普及啓発資材の提供（チラシ，ppt等）
・普及事業実施市町への補助金交付（2市
町）

ロ　妊娠・出産期の医療体制の充実及び不妊に悩む方に対する支援の充実
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

周産期医療対策事業
（医療政策課）

周産期医療情報センターの運営，総合及び地
域周産期母子医療センターの運営支援等によ
り，周産期医療体制の整備を図る。

202,940

・周産期医療の維持のため，各種事業の運
営費補助を実施した。
・県内の周産期医療施設の状況を調査し、
周産期医療体制の整備を図った。
・従事者の研修を開催した。

不妊に悩む方への特定治療支援
事業
（子ども・家庭支援課）

不妊治療の経済的負担の軽減を図るため，高
額な医療費がかかる配偶者間の体外受精・顕
微授精に要する必要の一部を助成する。

157,649

・のべ 779件治療費助成を行った。

【助成要件】
①妻の年齢が４３歳以上の場合は助成対象外
②通算助成回数の制限
　初めて助成を受ける際の治療開始年齢
　・４０歳未満　６回
　・４０歳以上４３歳未満　３回

（２）　学童期・思春期から成人期に向けた保健対策の充実

イ　思春期の発達課題に沿った対策と地域づくり
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

思春期保健相談等
（子ども・家庭支援課）

思春期保健に関する相談に応じるとともに，
学校の要請に応じて研修会等に講師を派遣
し，正しい情報を効果的に提供する。

非予算的手法 保健所において，通常業務の中で実施

思春期健康教育支援事業
（子ども・家庭支援課）

高等学校等を対象にピアカウンセリング手法
を用いた健康教育を出前講座で実施し，望ま
しい意思決定や行動選択ができる実践力を育
成する。

80 出前講座の開催（２回）

専門家派遣事業（一部再掲）
（スポーツ健康課）

性教育を推進するための講師派遣や，学校保
健に関する教職員の資質向上を目的に研修会
を開催する。

1,362

・大学教授，医師，助産師等を58校に派遣
・地域の実情を把握している専門家等との
連携を図り，子どもたちの現代的な健康課
題に対応するための体制作りを推進でき
た。
（３（１）ハ「学校・地域保健推進事業」
の一部再掲）

ロ　喫煙や薬物等に関する教育等
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

薬物乱用防止啓発事業
（薬務課）

薬物の乱用を防止するため，宮城県薬物乱用
防止指導員を中心とした啓発キャンペーンを
実施する。

1,181

薬物乱用防止指導員（県が委嘱）やヤング
ボランティアとともに，啓発資材の配布・
国連支援募金といった啓発活動を実施し
た。（のべ11か所，19,795人）
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薬物乱用防止教室講師派遣事業
（薬務課）

薬物への問題意識を高めるため，各学校等か
らの依頼に基づき，県薬務課及び保健所にお
いて薬物乱用防止教室の講師を選定し，派遣
する。

1,181
313団体に講師を派遣。29,501人に対し
薬物事犯の現状や有害性等について普及啓
発を行った。

薬物乱用防止教室推進事業
（スポーツ健康課）

教職員や学校薬剤師等を対象とした指導者講
習会の開催や，学校での薬物乱用防止教室の
開催により，学校における薬物乱用・喫煙防
止教育の充実を図る。

0
「薬物乱用防止教室指導者講習会」を開催
し，講義と実践発表により，薬物乱用防止
の指導力向上を図った。（参加者78人）

メタボリックシンドローム対策
戦略事業［受動喫煙ゼロ作戦
等］
（健康推進課）

児童生徒に対する禁煙や受動喫煙による健康
影響に関する講話や「宮城県受動喫煙防止ガ
イドライン」の周知啓発を行い，受動喫煙防
止対策を講じている施設を登録・公表する制
度を実施する。

662

・仙台市及び協会けんぼ宮城支部との共同
による「受動喫煙防止宣言施設登録制度」
の推進（登録施設1,149）
・普及啓発用パネルを作成・配布したほ
か，受動喫煙の健康影響等に関するパンフ
レットにより啓発及び広報を行った。

（３）　食育の推進
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

みやぎの食育推進戦略事業
（健康推進課）

※計画策定時の事業名：みやぎの食育
普及啓発事業

フォーラムの開催やイベントへの出展・パネ
ル展示等を通じて，食育を県民運動として展
開し，一人一人の意識の高揚と機運の醸成を
図る。

2,921

第３期宮城県食育推進プランの普及・推
進，みやぎ食育コーディネーターや教育機
関等と連携した地域の食育推進事業の実
施，子どもや若い世代を中心とした食育を
推進
・「子育て応援団すこやか」における食育
コーナー出展（来場者数 約600人）
・「みやぎ食育フォーラム」の開催（参加
者数 約300人）
・「みやぎの食育通信」の発行
（偶数月１９日）

食育・地産地消推進事業
（食産業振興課）

高校生を対象とした地産地消お弁当コンテス
トや，宮城の食の情報発信を行う人材の登
録・派遣など，体験活動や現地見学を通じ，
県産食材への理解を深め，食材を選択する力
を育成する。

5,752

・地産地消推進店の登録・利用拡大，キャ
ンペーン等の実施
・食材王国みやぎ推進パートナーシップ会
議を通じた，生産者・市町村等・民間事業
者との連携
・食のプロの派遣（小学校，公民館，児童
館等に24回派遣）
・高校生地産地消お弁当コンテストの開催
（応募総数16校55作品）

学校給食指導事業
（スポーツ健康課）

国等が主催する研修会等に栄養教諭等を派遣
し，食に関する指導及びその基礎となる学校
給食の充実・推進を図る。

476

・全国学校給研究協議大会等研修会に栄養
教諭等を派遣，派遣者のレベルアップと県
内への普及を図った。
・県内給食施設を訪問（16か所），衛生管
理の改善や安全性の向上を指導した。

（４）　小児医療の充実と小児慢性特定疾病対策の推進
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

こども夜間安心コール事業
（医療政策課）

子どもの保護者からの医療に関する電話相談
に対して，看護師が必要な助言を行い，相談
支援体制の充実を図る。

32,919

夜７時から翌朝８時まで電話相談を実施
し，子どもを医療機関に受診させるべきか
等の助言を行った。（相談者の納得度９割
以上）

小児慢性特定疾病児童等自立支
援事業
（疾病・感染症対策室）

小児慢性特定疾病児童及びその家族の療育に
係る負担軽減及び自立促進を図るため，相談
体制を整備し，様々な相談に応じるととも
に，関係機関と連携し，療養及び自立に向け
た事業等を実施する。

5,087
「小慢さぽーとせんたー」を仙台市と共同
開設（相談件数552件）

乳幼児医療費助成事業
（子ども・家庭支援課）

乳幼児期の医療費を助成することにより，適
切な受診機会を確保し，子どもの健やかな成
長を支援する。

1,547,216 1,863,623件の助成を実施

小児慢性特定疾病医療費助成事
業
（疾病・感染症対策室）

※計画策定時の事業名：小児慢性特定
疾患治療研究事業

原因不明，治療方法未確立のため，長期にわ
たる治療が必要な特定の疾患に罹患している
２０歳未満の子どもに対して，医療費の助成
を行う。

235,455
平成31年3月末現在の認定者
１，２６4人（対前年度末5人増）
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　５　支援を必要とする子どもや家庭への対応
（１）　心の問題を抱える子どもへの対策

事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

子どもメンタルクリニック事業
（子ども・家庭支援課）

子ども総合センター附属診療所４ヶ所（名
取，大崎，石巻，気仙沼）において，心の問
題を抱える子どもや家族等に対して，診療及
び指導を行う。

14,844

・子ども総合センター附属診療所等による
診療（患者数のべ7,680人，新患949人）
・自閉症家族教室を，前期と後期で各4回実
施（参加者のべ172人）

子どもデイケア事業
（子ども・家庭支援課）

子ども総合センターにおいて、集団療法や学
習個別指導など、子どもの状態に応じた社会
適応訓練を行うもの。

1,183

・集団生活に支障を来し，精神医学的な関
わりが必要な児童に対して子どもデイケア
事業の実施した。（開設日数178日，通所
実人員23人，のべ968人，終了者5人）
・子どもデイケアフォローアップ
デイケア終了者に対して、終了者同士が交
流する機会を提供した。（2回開催，のべ
11人参加）

いじめ・不登校対策推進事業
（再掲）
（義務教育課）

※計画策定時の事業名：登校支援ネッ
トワーク事業

学校，家庭，関係機関が連携したネットワー
クによる多様な支援や，教員等を対象とした
研修会の実施等により，様々な問題を抱えた
子どもを支援する。

291,214

・スクールソーシャルワーカーの配置（の
べ68人）。
・各教育事務所における登校支援ネット
ワークの設置，訪問指導員（54人）による
家庭・学校訪問等及び学習支援等を実施し
た。
・生徒指導に課題を抱える学校に心のケア
支援員（50校50人）を，義務教育課内に
アドバイザーを配置（2人）した。

（２）　児童虐待防止対策の充実

イ　関係機関の協力体制の構築
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

子ども人権対策事業（再掲）
（子ども・家庭支援課）

関係機関とのネットワーク体制を構築し，虐
待予防・早期発見及び被虐待児への援助等を
行い，子どもの人権擁護や福祉向上を図る。

133

・子ども虐待連絡協議会研修会（参加者約
60人）
・児童虐待防止啓発のためのボールペンを
800本作製・配布した。

母子保健児童虐待予防事業（再
掲）
（子ども・家庭支援課）

市町村の母子保健担当者等を対象とする虐待
予防研修会を実施し，職員の資質の向上を図
るとともに，県内高等学校等において思春期
健康教育に関する出前講座等を実施する。

978

・思春期健康教育支援事業の実施（出前講
座２回）
・母子保健福祉研修の実施（２回，参加者
114人）

ロ　児童相談所の適切な関与及び体制の強化
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

乳児家庭全戸訪問事業
（子ども・家庭支援課）

乳児のいる家庭を訪問することにより，子育
てに関する情報の提供や乳児及びその保護者
の心身の状況，養育環境を把握するととも
に，養育についての相談に応じ，助言その他
の援助を行う。

30,637 ３4市町村に対し補助

養育支援訪問事業
（子ども・家庭支援課）

養育支援が必要と認められる家庭に対して，
養育が適切に行われるよう当該居宅におい
て，養育に関する相談，指導，助言その他必
要な支援を行う。

16,205 ３3市町村に対し補助

弁護士支援体制整備事業
（子ども・家庭支援課）

児童相談所において，弁護士から法的な助言
や協力等を受けながら，深刻化する児童虐待
に対応することができる体制の整備を図る。

1,670

顧問弁護士４人を児童相談所に配置し，法
的対応力の強化を図った。
・弁護士相談実績167件（メール，電話に
よる相談も含む）

ハ　専門性向上のための取組の推進
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

人権問題啓発事業（再掲）
（子ども・家庭支援課）

地域住民の人権問題に対する正しい認識を広
め，基本的人権の擁護に資することを目的
に，研修会を開催する。

21
北部保健福祉事務所で児童虐待に関する研
修会を開催（参加者119人）した。

子ども人権対策事業（再掲）
（子ども・家庭支援課）

子どもの人権擁護や福祉向上を図るため，虐
待防止のための啓発リーフレットの配布や関
係機関とのネットワークの強化，研修会の開
催などを行う。

133

・子ども虐待連絡協議会研修会（参加者約
60人）
・児童虐待防止啓発のためのボールペンを
800本作製・配布した。

ニ　児童虐待による重大事例の検証による再発防止
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

子どもを守る地域ネットワーク
機能強化事業
（子ども・家庭支援課）

※計画上記載なし

要保護児童対策協議会の機能強化を図るた
め，調整機関職員やネットワーク構成員の専
門性強化と，ネットワーク機関間の連携強化
を図る取組を実施する。

2,442

・7市2町が行った協議会の機能強化事業に
対して補助を行った。
・非常勤職員配備による体制強化，研修
会，虐待防止の啓発活動等を実施した。
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（３）　社会的養護体制の充実

イ　家庭的養護の推進
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

里親制度事業
（子ども・家庭支援課）

養護に欠ける児童を知事が適当と認める里親
に委託し，その温かい愛情と家庭的な雰囲気
の中で健全に養育される環境を整備する。

37,415

・里親委託推進員を児童相談所に配置（3
人）
・里親研修会を開催（2回），新たに30世
帯を里親登録
・里親支援センターを社会福祉法人に委託
して運営

ファミリーホーム事業
（子ども・家庭支援課）

事業を行う住居において，児童間の相互作用
を活かしつつ，児童の自主性を尊重し，基本
的な生活習慣を確立するとともに，豊かな人
間性及び社会性の育成を図る。

91,829
6か所のファミリーホームに31人の要保護
児童を委託した。

ロ　施設機能の見直し
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

小規模グループケア事業
（子ども・家庭支援課）

虐待を受けるなど心に深い傷を持つ子どもの
うち，他の入所している子どもへの影響が懸
念されるなど，手厚いケアを要する子どもに
対し，小規模なグループによるケアを行う。

73,695
乳児院1か所，児童養護施設5か所に小規模
グループケア分単価を加算して支給した。

地域小規模児童養護施設
（子ども・家庭支援課）

地域社会の民間住宅などを活用し，近隣住民
との適切な関係を保持しながら，家庭的な環
境の中で養護を実施することにより，子ども
の社会的自立の促進を図る。

77,732
7か所の地域小規模児童養護施設に20人の
要保護児童を入所させた。

ハ　家庭支援機能の強化
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

児童家庭支援センター運営委託
（子ども・家庭支援課）

地域の子どもに関する問題について，子ど
も，家庭その他地域住民などからの相談に応
じ，児童相談所と連携を図りながら，助言・
指導等を行う。

8,600
社会福祉法人に運営を委託。来所，電話又
は訪問による相談対応のべ1,925回実施し
た。

ニ　自立支援策の強化
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

児童自立生活援助事業
（子ども・家庭支援課）

※計画上記載なし

義務教育終了後，里親やファミリーホームへ
の委託又は児童養護施設や児童自立支援施設
等への入所措置が解除された児童等に対し，
「自立援助ホーム」において、相談その他の
日常生活上の援助及び生活指導並びに就業の
支援を行う。

33,801
4か所の自立援助ホームに対し運営費等を支
援した。

ホ　人材確保のための仕組みの強化
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

児童相談所管理
（子ども・家庭支援課）

※計画上記載なし

児童相談所の職員が，外部機関で実施する研
修に参加し，専門技術の取得等資質の向上を
図る。

146,054
全国児童相談所長会議や各協議会に参加
し，児童相談所職員の見識を深めた。
（管理費の中で実施）

ヘ　子どもの権利擁護の強化
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

子ども人権対策事業（再掲）
（子ども・家庭支援課）

※計画上記載なし

子どもの人権擁護や福祉向上を図るため，虐
待防止のための啓発リーフレットの配布や関
係機関とのネットワークの強化，研修会の開
催などを行う。

133

・子ども虐待連絡協議会研修会（参加者約
60人）
・児童虐待防止啓発のためのボールペンを
800本作製・配布した。

（４）　ひとり親家庭支援の推進
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

母子父子寡婦福祉資金貸付事業
（子ども・家庭支援課）

母子家庭の母及び父子家庭の父並びに寡婦に
対し，無利子又は低利で資金の貸付を行い，
経済的自立や生活の安定，扶養している児童
の福祉向上を図る。

29,971 各種貸付を実施（50件）

ひとり親家庭等自立促進対策事
業
（子ども・家庭支援課）

ひとり親家庭の親に対し，就業支援や自立支
援給付金の給付，弁護士による無料法律相談
等を行い，子育てをしながら自立した生活が
できるよう支援する。

15,026
特別相談事業（24回），自立支援給付金事
業（自立支援教育訓練給付金(3件)，高等職
業訓練促進給付金等(10件)）の実施

ひとり親家庭支援員設置事業
（子ども・家庭支援課）

ひとり親家庭支援員を設置し，ひとり親家庭
及び寡婦の相談に応じ，自立に必要な指導助
言等を行うとともに，支援員の資質向上を図
る。

20,883
・各保健福祉事務所に計10人配置
・相談件数1,300件
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（５）　障害児施策の充実
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

心身障害児等発達・療育支援事
業（再掲）
（子ども・家庭支援課）

専門医師，保健師等による診察や日常生活に
関する相談指導等を行うとともに，児童の生
活の場に専門スタッフを派遣し，発達に応じ
た指導及び訓練を行い，心身の発達に問題を
有する児童の発達支援を行う。

914

保健所において，発達相談・訓練・スタッ
フ派遣・療育ケア検討会を実施した。
・発達相談（29回，参加者66人）
・訓練（5回，参加者22人）
・スタッフ派遣（12回，参加者22人）
・療育ケア検討会（13回，参加者30人）

発達障害者支援センター運営事
業
（障害福祉課）

障害特性を理解した指導・支援ができる人材
を養成し，発達障害児（者）及びその家族か
らの相談に対して適切な指導・助言を行い，
医療・教育・福祉等の支援機関と連携しなが
ら総合的な支援を行う。

24,000

・支援センター「えくぼ」において，相談
支援，発達支援，就労支援を実施した。
・研修事業として，発達障害者支援セミ
ナーを開催した。（参加者126人）

障害児（者）相談支援事業（再
掲）
（障害福祉課）

在宅障害児に対し，身近な地域で療育相談・
指導を実施し，安心して在宅生活を送ること
ができるよう，関係機関と連携しながら療育
機能の充実を図る。

56,025

・県内１1法人12事業所において相談窓口
を開設した。
・県障害児者自立支援協議会の開催（13
回）

障害児保育事業
（子育て社会推進室）

私立認可保育所において，保育を必要とし，
かつ心身に軽度の障害を有する子どもの受け
入れを促進する。

7,180 13市町村に対し補助を行った。

発達障害早期支援事業
（特別支援教育室）

教育・保健福祉等関係機関が連携しながら，
発達障害のある子どもが多様な学びの場から
最も教育効果の高い学びの場を選択できるよ
う，児童生徒・保護者等と丁寧な相談活動を
行う。

150

・発達障害早期支援モデル事業（34市町村
をモデル地区として対象を拡大）
・幼稚園・保育所への巡回相談を実施。年
間229件の相談を実施し専門家派遣を2回
実施した。

　６　仕事と子育ての両立の推進
（１）　仕事と生活の調和を実現するための働き方の見直し

事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

男女共同参画相談事業
（共同参画社会推進課）

「みやぎ男女共同参画相談室」を設置し，
様々な男女共同参画に関する県民からの相談
に対応するとともに，効果的な研修の実施に
より相談員のスキルアップを図る。

5,485

・相談員による電話及び面談による相談の
実施（一般1,094件，ＬＧＢＴ91件）
・女性弁護士による法律（面談）相談（月1
回，計40件）
・男性相談員による男性のための電話相談
（週1回，計96件）

いきいき男女共同参画推進事業
（共同参画社会推進課）

「女性のチカラを活かす企業認証制度」やシ
ンポジウムの開催を通じ，企業における女性
の積極的な登用やワーク・ライフ・バランス
を推進する。

2,670

・「女性のチカラを活かす企業」認証企業
数（290社）
・「いきいき男女・にこにこ子育て応援企
業」知事表彰（最優秀賞1社，優秀賞3社）
・「女性のチカラは企業の力」普及推進シ
ンポジウムの開催（1回，参加者　約160
人）
・男性にとっての男女共同参画普及促進
ワークショップ等（県主催2回，参加者
131人・市町村共催4市）
・働く女性対象セミナー（2回）
・学生対象セミナー（2回）

中小企業ワーク・ライフ・バラ
ンス支援事業
（雇用対策課）

企業担当者を対象としたセミナーや専門アド
バイザーの派遣を通じて，中小企業に具体的
な仕組みの導入を促し，仕事と生活の調和の
取れた労働環境の整備を図る。

539
・企業交流会の開催（参加者39人）
・アドバイザーの派遣（20回）

（２）　両立を支援する教育・保育の提供の充実

イ　就労を支援する教育・保育施設等の確保
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

施設型給付費負担金（再掲）
（子育て社会推進室）

平日，保護者の就労等により保育を必要とす
る子どもを保育所などで預かる。

5,189,581
私立保育所及び認定こども園等320施設に
対し費用負担した。

待機児童解消推進事業（再掲）
（子育て社会推進室）

保育所整備，家庭的保育及び小規模保育など
の実施により待機児童の早期解消を図る。

490,722
保育所1件，小規模保育6件の施設整備・改
修等の経費に対し補助し，188人の受け皿
増加を図った。

認定こども園整備事業（再掲）
（子育て社会推進室）

認定こども園を整備する市町村，社会福祉法
人及び学校法人に対して財政支援を行い，設
置を促進する。

51,059
2施設の施設整備に要する経費の補助及び，
10施設の保育備品等の購入経費の補助を実
施した。
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ロ　延長保育及び病児・病後児保育などの多様な保育ニーズへの対応
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

地域子ども・子育て支援事業
（再掲）
（子育て社会推進室）

市町村が実施する地域子ども・子育て支援事
業（地域子育て支援拠点事業，一時預かり事
業，子育て短期支援事業など）に対して財政
支援を行う。

2,206,385

放課後児童健全育成事業34市町，地域子育
て支援拠点事業33市町村に対し補助を実施
した。その他事業でも補助を実施。
【１３事業によって構成】

私立幼稚園預かり保育推進事業
（再掲）
（私学・公益法人課）

正規の保育時間以外に２時間以上の預かり保
育を継続的に実施する私立幼稚園に対して財
政支援を行い，保育機能の充実を図る。

242,460 135園に対し補助を実施した。

私立幼稚園長期休業日預かり保
育推進事業（再掲）
（私学・公益法人課）

長期休業日（７～８月夏季休業期間）に，１
日２時間以上の預かり保育を継続的に実施す
る私立幼稚園に対して財政支援を行う。

52,972 133園に対し補助を実施した。

　７　子どもが安全で安心して暮らせる環境の整備
（１）　子育てを支援する生活環境の整備

イ　子育てしやすい居住環境の整備
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

住宅セーフティネット構築推進
事業
（住宅課）

平成29年10月に開始した新たな住宅セーフ
ティネット制度の効果的な運用に向け，宮城
県居住支援協議会と連携しながら，居住支援
法人の指定，セーフティネット住宅の登録促
進などを図る。

非予算的手法

宮城県居住支援協議会や居住支援法人，住
宅金融支援機構などと連携しながら，不動
産関係団体の研修会等において，制度の周
知を行った。
また，居住支援法人を新たに4者指定したほ
か，セーフティネット住宅の登録戸数は1戸
から51戸となった。

地域優良賃貸住宅の整備推進
（住宅課）

※計画上記載なし

子育て・高齢者・障害者世帯等，居住の安定
に特に配慮が必要な世帯の居住の用に供する
居住環境が良好な賃貸住宅の供給を促進する
ため，地域優良賃貸住宅の整備を推進する。

非予算的手法
既に当該住宅を整備している石巻市及び塩
竃市において，子育て世帯等に対する家賃
低廉化助成を継続実施している。

ロ　住みよいまちづくりの推進
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

人にやさしいまちづくり推進事
業
（交通規制課）

地域住民，学校等と連携を図りながら，必要
性・緊急性を考慮の上，視覚障害者用付加装
置等のバリアフリー型交通安全施設を整備す
る。

61,688
「ゾーン30」を2エリア指定するととも
に，歩車分離式信号機5式，照明灯付横断歩
道標識4式などを整備した。

バリアフリーみやぎ推進事業
（社会福祉課）

バリアフリー社会のより一層の形成に向け
て，公益的施設のバリアフリー化の促進や，
県民に対するバリアフリー思想の浸透を図
る。

4,034

・読本「みんなが住みよいまちづくり」を
小学校331校へ配布し，総合学習の副教材
として活用された。
・「だれもが住みよい福祉のまちづくり条
例」の基準に適合している公益的施設への
適合証を交付した。（13件）

（２）　子どもの安全の確保

イ　子どもの交通安全を確保するための活動の推進
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

通学路における交通安全施設等
整備事業
（交通規制課）

通学路及び学校周辺において，「ゾーン３
０」の整備や交通信号機等交通安全施設の整
備を推進し，子どもの交通安全を確保する。

47,140
交通信号機4式，歩車分離式信号機4式を整
備した。

交通安全指導員設置運営事業
（総合交通対策課）

子どもやその保護者に対し，道路の歩行・横
断時や自転車利用時の交通ルール・マナー等
に関する指導等を行う交通安全指導員を設置
し，通学時等の安全確保を図る。

154

・仙台市以外で1,249人の指導員による交
通安全街頭指導を実施，子どもやその保護
者の通学時の安全確保を図った。
・連絡会議を実施し，指導員同士の情報交
換と士気の高揚が図られた。
・功労のあった指導員56人を，交通安全県
民大会において表彰した。

学校安全教育推進事業（再掲）
（スポーツ健康課）

学校安全教育指導者の研修会やスクールガー
ド養成のための講習会等により，交通事故防
止，犯罪被害防止及び災害被害防止を推進す
る。

3,548

・学校安全教育指導者研修会の開催（5会
場，参加者計579人）
・スクールガード養成講習会の開催（12市
町，参加者計386人）
・学校安全健康教育指導者養成研修へ派遣
（5人参加）
・防災教育を中心とした実践的な安全教育
総合支援として石巻市で推進委員会を開催
した。
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ロ　子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

安全・安心まちづくり推進事業
（共同参画社会推進課）

防犯知識に関する情報を掲載したリーフレッ
トの配布による防犯知識の普及とともに，安
全・安心なまちづくり活動のリーダー養成講
座の実施等により，県民自らが主体的に防犯
活動等に取り組む機運を醸成する。

11,260

・小学校の新入生と保護者向けのリーフ
レット配布（35,000部）
・安全・安心まちづくりに関する講習会等
への講師派遣（12回）
・指導者養成講座の開催（2回，参加者計
55人）
・「安全・安心まちづくりフォーラム」の
開催（参加者約240人）

自主防犯ボランティア活動の支
援
（県民安全対策課）

みやぎセキュリティメールの配信による防犯
情報の提供や各警察署と自主防犯ボランティ
ア団体による合同パトロールを実施する。

389

・声かけ事案等をＳｅｃｕｒｉｔｙメール
にて配信（1,077件）
・各警察署と自主防犯ボランティア団体に
よる合同パトロールや研修会の実施（44
件）

スクールサポーター事業
（少年課）

学校の要請に応じてスクールサポーターを派
遣し，学校関係者と連携を図りながら，児童
生徒の問題行動への対応や，健全育成活動，
犯罪被害防止活動などを支援する活動を実施
する。

13,416
14人体制で運用し，小学校9校，中学校14
校，高校2校に計55回派遣した。

ハ　被害に遭った子どもの保護の推進
事業名 事業内容 決算（見込）額 実施状況

子どもメンタルクリニック事業
（再掲）
（子ども・家庭支援課）

子ども総合センター附属診療所４ヶ所（名
取，大崎，石巻，気仙沼）において，心の問
題を抱える子どもや家族等に対して，診療及
び指導を行う。

14,844

・子ども総合センター附属診療所等による
診療（患者数のべ7,680人，新患949人）
・自閉症家族教室を，前期と後期で各4回実
施（参加者のべ172人）

子どもデイケア事業（再掲）
（子ども・家庭支援課）

精神医学的な関わりを必要とする子どもに対
して，集団の場面で，医療・教育・心理的側
面からの治療プログラムを提供する。

1,183

・集団生活に支障を来し，精神医学的な関
わりが必要な児童に対して子どもデイケア
事業の実施した。（開設日数178日，通所
実人員23人，のべ968人，終了者5人）
・子どもデイケアフォローアップ
デイケア終了者に対して、終了者同士が交
流する機会を提供した。（2回開催，のべ
11人参加）
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Ⅲ　各種施設の認可等の状況　　　    ※各年４月１日現在の数値

（単位：か所）

H30年 Ｈ31年 増減 H30年 H31年 増減 H30年 H31年 増減

確認を受け
ない幼稚園

新制度未移行
（私学助成）

78 76 ▲ 2 63 51 ▲ 12 141 127 ▲ 14

新制度移行
済み

7 9 2 11 21 10 18 30 12

計 85 85 0 74 72 ▲ 2 159 157 ▲ 2

1 1 0 75 74 ▲ 1 76 75 ▲ 1

私立 161 157 ▲ 4 103 111 8 264 268 4

公立 36 36 0 132 124 ▲ 8 168 160 ▲ 8

計 197 193 ▲ 4 235 235 0 432 428 ▲ 4

幼保連携型 12 20 8 21 28 7 33 48 15

幼稚園型 4 4 0 2 1 ▲ 1 6 5 ▲ 1

保育所型 0 1 1 3 3 0 3 4 1

地方裁量型 0 0 0 2 2 0 2 2 0

計 16 25 9 28 34 6 44 59 15

97 105 8 83 90 7 180 195 15

49 47 ▲ 2 9 10 1 58 57 ▲ 1

12 15 3 12 10 ▲ 2 24 25 1

0 0 0 0 0 0 0 0 0

158 167 9 104 110 6 262 277 15

その他 125 144 19 121 110 ▲ 11 246 254 8

区分
仙台市 仙台市以外 計

私立幼
稚園

特定教育保
育施設

公立幼稚園

保育所

認定こ
ども園

小規模保育

特定地域型
保育事業

計

家庭的保育施設

事業所内保育施設

居宅訪問型保育施設

【参考】
認可外保育施設

◆認定こども園の目標設置数：１２４か所（平成３１年度末）

◆平成３０年４月１日現在の設置数：４４か所（前年比＋１４）

（幼保連携型）仙台市１２，石巻市１，名取市１，角田市１，多賀城市１，岩沼市１，登米市４，

大崎市３，富谷市１，川崎町１，七ヶ浜町２，大衡村１，加美町４

（幼稚園型） 仙台市４，名取市１，登米市１

（保育所型） 気仙沼市１，丸森町１，利府町１

（地方裁量型）南三陸町２

引き続き，認定こども園移行のための施設・設備等の基準や手続に関する相談等を実施するとともに，

国の補助を活用した財政措置を講じることで，より多くの施設設置に向けた取組を継続する。
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Ⅳ　県民意識調査結果

　　震災復興計画における取組「未来を担う子どもたちへの支援」に関する県民の

　重視度・満足度

単位：％

H27 H28 H29 H30

重要 47.4 47.2 46.6 47.2
79.0

やや重要 33.5 32.4 33.8 31.8
(▲1.4)

あまり重要ではない 5.1 5.8 4.5 4.9
7.0

重要ではない 1.2 1.2 1.6 2.1
(0.9)

分からない 12.8 13.4 13.6 13.9

満足 9.6 9.5 9.1 8.5
46.4

やや満足 38.0 38.9 40.0 37.9
(▲2.7)

やや不満 16.2 15.2 13.1 15.2
19.4

不満 4.8 4.2 4.6 4.2
(1.7)

分からない 31.3 32.2 33.1 34.2

　注　小数点第2位で四捨五入しているため，合計が100にならない箇所がある。 (下段：対H29差）

項目

重視度

満足度

（参考）

「医療・保健・福祉」の分野のうち，特に優先すべきだと思う施策の割合（上位３施策）

１ 保健・医療・福祉連携の推進（１７．5％）

２ 地域全体での子ども・子育て支援（１５．8％）

３ 被災した子どもと親への支援（１１．0％）

1 大津波等への備え（51.6%） 6 防災機能の再構築（44.8%）

2
道路，港湾，空港などの交通基盤の確
保・整備促進（46.5%）

7
海岸，河川などの県土保全
（42.9%）

3
未来を担う子どもたちへの支援
（46.4%）

8
安全・安心な学校教育の確保
（42.7%）

4
上下水道などのライフラインの整備
（45.4%）

9
だれもが住みよい地域社会の構築
（42.3%）

5
安心できる地域医療の確保
（45.3%）

10
自助・共助による市民レベルの防災体
制の強化（42.0%）

取組に対する満足度（上位10施策）

- 16 -


